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１  計画策定の背景 

（１） 計画策定の背景 

日本の高齢者人口（６５歳以上の人口）は近年一貫して増加しており、令和７年（２０２５年）の

国勢調査における高齢化率は●％となっています。このうちいわゆる団塊世代が含まれる７５

歳以上の後期高齢者が全人口に占める割合は●％と、実に国民の４人に１人が後期高齢者とい

う超高齢化社会を迎えています。また、団塊ジュニア世代1が６５歳以上となる令和２２年（２０４

０年）には総人口・現役世代人口が減少するなかで高齢化率が一段と上昇し、介護と医療の複合

ニーズが高い８５歳以上の高齢者が急速に増えることが見込まれています。 

白井市においては、令和７年（２０２５年）の高齢化率は全国平均を下回る●％となっています

が、令和２２年（２０４０年）には高齢化率が３３．９％にまで上昇し、８５歳以上の人口も令和７年

（２０２５年）より●人多い４，４０６人にまで増加することが見込まれています。 

こうした状況のなか、白井市では令和６年（２０２４年）に策定した「第９期白井市高齢者福祉計

画・白井市介護保険事業計画」において、スローガンに「目を配り、手をさしのべる しろいの生

き生きプラン」、基本目標に「地域で支える高齢化」を掲げ、高齢者が住み慣れた地域で自立した

生活を送ることができる地域社会の構築に向けた取組を進めてきました。 

今後は高齢化が一層進む令和２２年（２０４０年）を見据えながら、地域ごとのサービス需要の

変化を踏まえて地域包括ケアシステムを深化させ、介護サービス基盤を整備するとともに、医

療・介護の一層の連携強化及び介護予防・生活支援等の包括的な確保を図ることにより「地域共

生社会」2の実現を目指すことが求められます。 

また、認知症の人や一人暮らしの高齢者の増加が見込まれるなか、高齢者の意思決定支援を

含む権利擁護の重要性の高まりに対応するとともに、現役世代の人口減少を見据え、介護人材

の確保や働きやすい介護現場の実現に向けた取組も必要です。 

この度策定する「第１０期白井市高齢者福祉計画・白井市介護保険事業計画」は、国の「介護保

険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」等を踏まえながら、引き

続き、地域包括ケアシステムの深化・推進を図るとともに、介護保険制度の改正に対応し、高齢

者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるようにすることを目的として策定するもので

す。 

  

 
1 昭和４６年（１９７１年）から昭和４９年（１９７４年）までに生まれた世代を指す。「第二次ベビーブーム世
代」ともいう。 

2 「支え手」・「受け手」という関係を越えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が

世代や分野を越えてつながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会。 



第１章 計画策定にあたって／計画策定の背景 

4 

（２） 計画策定にあたっての基本的な視点 

① 介護保険制度の変遷 

少子高齢化の進行に伴い、介護をめぐる様々な問題が顕在化するなか、介護を担う家族の負

担を軽減し、介護を社会全体で支えることを目的に、平成１２年（２０００年）４月に介護保険制度

が創設されました。平成２４年(２０１２年)には、高齢者が住み慣れた地域で様々な支援を受けな

がら安心して暮らし続けるための「地域包括ケアシステム」推進の取組がスタートし、介護を必要

とする高齢者を支える制度として定着しています。 

 

■介護保険制度の主な改正経緯■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期

平成１２年度～

第２期

平成１５年度～

第３期

平成１８年度～

第４期

平成２１年度～

第５期

平成２４年度～

第６期

平成２７年度～

第７期

平成３０年度～

第８期

令和３年度～

第９期

令和６年度～

平成１２年（２０００年）４月 介護保険法施行

平成１７年（２００５年）改正 （平成１８年４月等施行）

介護予防の重視／地域包括支援センター創設／地域密着サービス創設

平成２０年（２００８年）改正 （平成２１年５月施行）

介護サービス事業者の業務管理体制整備／事業者の休止・廃止の事前届

平成２３年（２０１１年）改正 （平成２４年４月等施行）

地域包括ケアの推進／２４時間対応の定期巡回・随時対応型サービス、複合

型サービスの創設／医療的ケアの制度化

平成２６年（２０１４年）改正 （平成２７年４月等施行）

地域医療介護総合確保基金の創設／地域支援事業の充実／低所得第１号

被保険者の保険料軽減割合拡大／特別養護老人ホーム入所者を中重度に
重点化

平成２９年（２０１７年）改正 （平成３０年４月等施行）

自立支援・重度化防止の取り組み推進／介護医療院創設

令和２年（２０２０年）改正 （令和３年４月施行）

市町村の包括的な支援体制構築支援／医療・介護のデータ基盤整備推進

令和５年（２０２３年）改正 （令和６年４月等施行）

被保険者に係る医療・介護情報の収集・提供を一体的に実施／介護サービ

ス事業者に経営情報の報告を義務づけ、当該情報データベースを整備
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② 国の基本指針について（正式な指針公表後に更新） 

 介護保険法第１１６条で厚生労働大臣は、「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確

保するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定める」こととされています。都道府県

及び市町村はその基本指針に即して３年を１期とする都道府県介護保険事業支援計画、市町村

介護保険事業計画をそれぞれ定めることとされており、基本指針は計画を作成するうえでのガ

イドラインとなっています。第１０期計画の基本指針のポイントは以下のとおりです。 

（a）介護サービス基盤の計画的な整備 

①介護保険事業（支援）計画の策定 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と市町村が

令和２２年度（２０４０年度）を見据えた中長期的な推計を実施し、共通の課題認識を持った

上で、地域の関係者を含めてサービス提供体制のあり方を検討。 

・計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過程にお

ける議論のプロセスを整理。 

・計画策定にあたって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等により、地

域の現状把握・分析や計画策定を支援。 

②地域の実情に応じたサービス提供体制の構築 

・地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定。中山

間・人口減少地域においては、関係者の意見を聞きながら、必要な対応（人材確保や生産性

向上等の施策、新たな類型を含む特例介護サービスの活用等）について議論。 

・医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏まえたサー

ビス提供体制の構築。 

（b）地域包括ケアシステムの深化 

①総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり等の更なる

支援や質の向上を図るための分析・評価等を推進。 

②頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、関係者を含

めて地域全体で対応を協議し、切れ目のない支援が提供される地域づくりを推進。 

③認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進。 

（c）介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等 

①都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築するとともに、生産

性向上等の取組の促進を図るための協議会を設置し、地域の関係者が協働して課題解決に

向けた実践的な取組を推進。 

②テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等による経営基

盤の強化等を推進。 
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③ 持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは Sustainable Development Goals の略称で、平成

２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」

にて記載された、持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。その理念は、「誰一人取り残

さない」多様性と包摂性のある社会の実現を目指すものであり、持続可能な高齢者福祉施策や

介護保険事業を推進することは、ＳＤＧｓの達成に向けた政策としての意義を持ち合わせること

となります。 

本計画期間の最終年度である令和１１年（２０２９年）はＳＤＧｓが目標達成年度として掲げてい

る令和１２年（２０３０年）の前年にあたることから、本計画においてもＳＤＧｓの達成に向けて高

齢者福祉の視点から貢献します。 

 

■ＳＤＧｓの 17のゴール■ 
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２  計画の位置づけと期間 

（１） 計画の位置づけ 

本計画は高齢者への総合的なサービス提供を行っていくため、老人福祉法第２０条の８の規

定に基づく「市町村老人福祉計画」と、介護保険法第１１７条の規定に基づく「介護保険事業計画」

を一体的に策定するものです。 

また、本計画の策定にあたっては白井市の最上位計画である白井市総合計画及び保健福祉

分野の計画を共通の理念でつなぐ白井市地域福祉計画を上位計画とし、白井市障害者計画、白

井市障害福祉計画・障害児福祉計画、しろいこどもプラン、しろい健康プラン等、関連する市の

個別計画及び千葉県の高齢者保健福祉計画、保健医療計画とも整合を図り、策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 計画の期間 

本計画は令和９年度（２０２７年度）から令和１１年度（２０２９年度）までの３年間を計画期間と

して策定するものです。団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年（２０４０年）を見据え、

中長期的なサービス・給付・保険料の水準を見極めながら各施策の展開を図ります。 

 

 

 

 

 
 

令和8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 22年度

（2026） （2027） （2028） （2029） （2030） （2031） （2032） （2040）
～

後期基本計画（～17年度）第６次総合計画・前期基本計画（令和8～12年度）

第３次地域福祉計画（令和8～17年度）

次期計画

第１０期 白井市高齢者福祉計画

白井市介護保険事業計画

（令和 9～11年度）

第９期計画
（令和6～8年度）

団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
が

6
5
歳
以
上
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３  計画の策定体制 

（１） 白井市介護保険運営協議会による協議 

保健・医療・福祉団体の関係者、学識経験者、介護保険の被保険者等で構成される「白井市介

護保険運営協議会」において、計画の方向性や内容等について協議しました。 

   

  ※協議会の開催経過及び各回の概要について第６章「資料編」に掲載。 

 

（２） 市民意見の反映 

 高齢者福祉に関する地域の課題やニーズの把握、及び介護を行う家族等を支援するために必

要な介護サービスのあり方等の把握にあたり、地域の介護保険及び保健・医療・福祉サービスを

利用している要介護者等をはじめ、被保険者である市民の意見を反映させるため、「介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査」を実施しました。また、本計画の原案への意見を広く市民から募るた

め、パブリック・コメント3を実施しました。 

 

（３） 介護サービス事業所・介護サービス従事者の意見の反映 

 市内で介護サービスを提供している事業所及び市内事業所に勤めるケアマネジャーを対象

としたアンケート調査（「在宅生活改善調査」、「居所変更実態調査」、「介護人材実態調査」）とヒア

リング調査を実施し、介護サービス利用者の在宅生活継続や介護者の就労継続に向けて必要な

取組・支援、介護人材の確保状況、介護サービス提供の実態等について意見をいただき、本計画

の各種施策に反映しました。 

 

 

 

 

 
3公的な機関が、制度等を制定する際に広く公に意見、情報、改善案を求める手続きのこと。 
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４  策定後の計画の進行管理 

本計画に掲げた施策・事業を計画的かつ効果的に実行するため、数値目標の進捗管理を含め、

各事業の進捗状況について定期的に把握・評価し、ＰＤＣＡサイクル4に基づいて計画の推進と進

捗管理を行います。 

具体的には、数値指標の達成状況や「見える化システム」を活用した周辺市との比較により本

市の置かれている現況を的確に捉え、その結果については広く市民に公表するとともに、その

後の施策・事業展開に適切に反映させます。 

また、市民・介護サービス事業者・有識者から構成される「介護保険運営協議会」を定期的に開

催し、計画の実施状況に関する評価・点検を行います。 

高齢者の移動支援、防災・防犯、医療提供、介護予防、社会参加促進といった高齢者福祉が直

面する問題の多くは、行政の特定の部署だけで解決できるものではなく、関係する部署間の連

携、さらには市民や地域関係団体・事業者との連携など、関連する幅広い主体の連携が欠かせ

ません。本計画をより効果的に推進していくため、こうした連携の強化を図っていきます。 

 

■ＰＤＣＡサイクルの概念図■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善（Action）を継続的に繰り返し、施策の推進や事業の改善に

つなげる仕組み。 

計画（Plan） 実行（Do）

改善（Action） 評価（Check）

目標の設定/計画の策定 計画の推進/進行管理

施策の見直し 課題の分析/施策の評価
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１  人口等の動向 

（１） 年齢区分別人口と高齢化率の推移 

白井市の人口は、昭和５４年（１９７９年）の千葉ニュータウンの街開きを契機に急速な増加が

続き、国勢調査における総人口は介護保険制度がスタートした平成１２年（２０００年）に５万人、

平成２２年（２０１０年）には６万人を超えました。令和２年（２０２０年）には過去最多となる６万２，

４４１人にまで増加しましたが、白井市の推計では今後緩やかに減少し、令和２２年（２０４０年）に

は６万８００人となる見込みです。 

昭和５５年（１９８０年）当時、人口の５％に満たなかった６５歳以上の高齢者人口はその後増加

を続け、特に２０１０年代以降は、千葉ニュータウンの街開き当初に入居した団塊の世代が次々に

高齢期に入ることで高齢化の進展が加速し、令和２年（２０２０年）の高齢化率は２７．４％にまで

上昇しました。白井市の推計では高齢者人口は今後も増加し、令和２２年（２０４０年）には２万人

を超え、高齢化率は３３．９％にまで上昇する見込みです。高齢化の推移を全国、千葉県と比較す

ると、平成２２年（２０１０年）時点の白井市の高齢化率は１７．９％と全国（２３．０％）や千葉県 

（２１．５％）に比べて低い水準でしたが、令和２年（２０２０年）時点では２７．４％と１０年間で約 

１０％上昇し、この結果、全国の２８．７％は下回りましたが、千葉県（２７．６％）とほぼ同水準とな

りました。令和２２年（２０４０年）には千葉県（３３．５％）を上回る見込みです。 

■白井市の人口と高齢化率の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年（２０２０年）まで国勢調査、令和７年（２０２５年）以降は白井市「令和６年度人口推計報告書」 
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■全国・千葉県・白井市の高齢化率の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年（２０２０年）まで国勢調査、令和７年（２０２５年）以降は全国と千葉県は国立社会保障・人口問題研究

所の将来推計、白井市は白井市「令和６年度人口推計報告書」 

 

 

 

（２） 年代別人口構成の状況 

白井市の年代別人口構成は令和２２年（２０４０年）に向けて少子高齢化が一段と進んでいく見

通しです。令和２年（２０２０年）の人口ピラミッドをみると、団塊の世代である７０～７４歳と団塊

ジュニア世代である４５～４９歳の人口が多くなっていますが、２０年後の令和２２年（２０４０年）

の予測ピラミッドでは団塊の世代が８５歳以上に、団塊ジュニア世代が６５歳以上に入ることで

高齢者人口の構成比が高まっています。この結果、高齢者１人あたりの現役世代人口は令和２年

（２０２０年）の７．０人から令和２２年（２０４０年）には１．５人へと減少することとなり、現役世代

の負担が増加することや介護人材確保の困難さが増すことが見込まれます。 

また、増加が見込まれる高齢者人口の将来推計についてさらに細かく年代内訳をみると、介

護ニーズが高まると言われている８５歳以上の人口は令和２年（２０２０年）の２，０６４人から２０

年後の令和２２年（２０４０年）には４，４０６人へと２倍以上に増加することが見込まれています。 
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■白井市の人口ピラミッド■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：白井市「令和６年度人口推計報告書」をもとに作成 

■高齢者 1人あたり現役世代数■ 

 

 

 

 

 

 

      資料：厚生労働省「見える化システム」をもとに作成 

 

■高齢者人口の内訳■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和２年（２０２０年）まで国勢調査、令和７年（２０２５年）以降は白井市「令和６年度人口推計報告書」 
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（３） 世帯構成の変化 

白井市の高齢者単身世帯数と高齢夫婦世帯数はともに増加傾向で推移し、一般世帯数に占め

る割合も増加しています。高齢者単身世帯数（割合）は平成１２年（２０００年）時点では３２２世帯    

でしたが、２０年後の令和２年（２０２０年）には２，２３４世帯にまで増加し、一般世帯に占める割

合は２．１％から９．３％にまで上昇しています。高齢夫婦世帯数は同じ期間中に７７４世帯から３，

７９８世帯に増加し、一般世帯に占める割合は５．１％から１５．８％に上昇しています。 

一般世帯に占める割合を令和２年（２０２０年）時点で全国や千葉県、近隣市と比較すると、高

齢者単身世帯の割合は全国や千葉県、近隣市（印西市を除く）を下回っています。一方、高齢夫

婦世帯の割合は全国、千葉県を上回り、近隣市のなかで最も高くなっております。 

  ■高齢者単身世帯数・割合の推移と全国、千葉県、近隣市との比較（比較時点は令和２年）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

 

■高齢夫婦世帯数・割合の推移と全国、県、近隣市との比較（比較時点は令和２年）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：総務省「国勢調査」 

   ※「高齢夫婦世帯」とは、夫６５歳以上妻６０歳以上の１組の一般世帯をいう。 
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（４） 高齢者の就労状況 

白井市における高齢者の就業者数は平成１２年（２０００年）の１，１７５人が令和２年（２０２０年）

には４，３２６人にまで増加し、就業者数全体に占める割合は同期間中に４．６％から１５．０％に

まで上昇しています。令和２年（２０２０年）時点では、千葉県や近隣市より高い割合となっており

ます。 

高齢者の就労状況について就業者の構成比の推移をみると、「主に仕事」がおおむね７割前後

を占め、次いで「家事のほか仕事」が２割から３割程度となっています。 

■高齢者の就業状況の推移と全国、県、近隣市との比較（比較時点は令和２年）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

■高齢者の就労状況■ 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

※「休業者」とは、「仕事を休んでいた者」をいう。「完全失業者」とは、「仕事を探していた者」をいう。 

※「総数」には、労働力状態「不詳」を含む。 
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２  要介護認定者等の推計 

（１） 要支援・要介護認定者数と認定率の推移 

白井市における要支援・要介護認定者数は、令和８年（２０２６年）●月末時点で●●●●人と

なっており、令和６年度（２０２４年度）末の２，７０６人から●●●人増加しました。要支援・要介

護認定者数は今後も増加を続ける見通しで、令和２２年度（２０４０年度）には３，９００人に達す

る見込みです。 

白井市の要支援・要介護認定率は全国、千葉県の水準を下回って推移していますが、令和２年

度（２０２０年度）に１３．２％であった認定率が直近の令和８年度（２０２６年度）には１５．１％とな

り上昇基調で推移しています。認定率はこの先も上昇が続く見通しで、令和１７年度（２０３５年

度）には１８％を超える見込みです。 

 

■白井市における要介護・要支援認定者数の推移と見込み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
資料：令和６年度～８年度は厚生労働省「介護保険事業報告月報（年度末月、８年度は４月）」 

   令和９年度以降は厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」 
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■白井市における要介護・要支援認定率の推移と見込み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：令和２年度～５年度は厚生労働省「介護保険事業報告年報」、６～８年度は「月報（年度末月、８年度は４月）」 
       令和９年度以降は厚生労働省「地域包括ケア『見える化』システム」  

 

 

■要介護・要支援認定率の全国、県、近隣市との比較■ 
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（２） 介護保険サービスの利用状況 

① 介護保険サービス受給者数の状況 

介護保険サービスを利用する受給者数（月平均）は増加傾向で推移し、平成２６年度（２０１４年

度）の１，３５７人から令和６年度（２０２４年度）には１．５倍の１，９９４人に増加しています。令和６

年度（２０２４年度）の受給者数をサービス別にみると、「在宅サービス」の受給者数が１，４３０人

で最も多く、全体の７１．７％を占めています。次いで多い「施設サービス」受給者は３９８人、全体

に占める割合は２０．０％、「居住系サービス」受給者は１６６人、全体に占める割合は８．３％とな

っています。 

■介護保険サービス受給者数（月平均）の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」１２か月分の平均値 

    ※「在宅サービス」…訪問介護、通所介護、ショートステイ等 

     「居住系サービス」…認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護等 

     「施設サービス」…介護老人福祉施設、介護老人保健施設等 

 

 

 

 

 

 

 

 

951 1,015 965 947 987
1,080 1,144 1,227 1,291 1,355 1,430

146 147
156 163

171
174

171
181

179
171

166

260
287 320 323 328

340
360

351
356

390
398

1,357
1,449 1,441 1,433

1,486

1,594
1,675

1,759
1,826

1,916
1,994

70.1 ％ 71.7 ％

0

10

20

30

40

50

60

70

0

500

1,000

1,500

2,000

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

(％)
(人)

(年度)

10.8％
8.3％

19.2％ 20.0％

在宅サービス受給者数

居住系サービス受給者数

施設サービス受給者数

在宅受給者数の割合（右目盛）

居住系受給者数の割合（右目盛）

施設受給者数の割合（右目盛）



第２章 高齢者を取り巻く状況／要介護認定者等の推計  

21 

② 介護費用額の状況 

白井市の令和６年度（２０２４年度）における介護費用額は約４３億円で平成２９年度（２０１７年

度）の約３０億円の約１．４倍の規模に増加しています。そのうち「在宅サービス」が約２２億円で

最も多く、次いで「施設サービス」が約１６億円となっています。 

白井市の介護費用額を第１号被保険者１人１月あたりでみると、平成２９年度（２０１７年度）の   

１５，１８８円が令和７年度（２０２５年度）には２０，５５２円に増加しています。同金額を全国、千葉

県と比較すると、白井市は平成２９年度（２０１７年度）から常に下回っております。 

 

■介護費用額の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケアシステム「見える化」システム（厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（令和５年度まで）、

「介護保険事業状況報告（月報）」の累計（令和６年度）） 

 

■第１号被保険者１人１月あたり費用額の推移■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料：地域包括ケアシステム「見える化」システム（厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（令和５年度まで）、    「介護

保険事業状況報告（月報）」の累計（令和６、７年度）） 
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③ サービス別介護給付額の状況 

白井市における第１号被保険者１人あたりの介護保険給付月額をサービス種類別にみると、

「介護老人福祉施設」が最も高く、次いで高い順に「介護老人保健施設」、「通所介護」、「訪問介

護」、「短期入所生活介護」、「介護予防支援・居宅介護支援」までが１，０００円を超えています。 

全国、千葉県と比較すると、大幅に上回るサービスが見当たらない一方、「介護老人福祉施

設」、「訪問介護」、「特定施設入居者生活介護」、「認知症対応型共同生活介護」は全国、千葉県よ

りも低い金額となっています。 

■第１号被保険者１人あたり給付月額（サービス種類別）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省『地域包括ケア「見える化」システム』 
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３  市民・事業所アンケート調査の結果 

（１） 実施概要 

① 調査の目的 

本計画を策定するにあたり、白井市における高齢者等の生活の実態や介護サービスの現状を

把握することを目的として市内高齢者、介護サービス提供事業者、ケアマネジャーを対象とした

計４種類のアンケートを実施しました。 

 

② 調査の実施概要 

  ■介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

調査趣旨 

⚫ 要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況を把握することに

より地域の抱える課題を特定 

⚫ 介護予防・日常生活支援総合事業の評価に活用 

調査対象 
市内にお住まいの６５歳以上の方、要支援１、２、介護予防・日常生活総合事

業対象者（施設入所者を除く）のなかから無作為抽出 

調査方法 郵送 

調査期間 令和８年１月～２月 

回収状況 
【配布数】２,５００人 

【有効回答数（率）】１,９１４人（７６.６％） 

 

 

  ■在宅生活改善調査 

調査趣旨 

⚫ 現在自宅等にお住まいの方で、「現在のサービス利用では、生活の維持が

難しくなっている利用者」もしくは「家族等介護者の就労継続が難しくな

っている利用者」について生活の維持・介護者の就労継続が難しくなって

いる理由を把握し、自宅での生活の維持や介護者の就労継続に必要な取

組を検討 

⚫ ケアマネジャーの業務実態を把握し、業務負担の改善に必要な取組等を

検討 

調査対象 市内の介護サービス事業者、及び同事業者に在籍するケアマネジャー 

調査方法 電子メール 

調査期間 令和８年１月～２月 

回収状況 
【配布数】２２事業所 

【有効回答数（率）】２２事業所（１００％） 
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  ■居所変更実態調査 

調査趣旨 

⚫ 過去１年間に施設・居住系サービスから居所を変更した方の人数や死亡し

た人数等を把握し、施設・居住系サービスでの生活の継続性を高めるため

に必要な機能について検討 

調査対象 

市内の施設・居住系サービス事業者（住宅型有料老人ホーム、軽費老人ホー

ム、サービス付き高齢者向け住宅、グループホーム、（地域密着型）特定施

設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、（地域密着型）特別養護老人

ホーム） 

調査方法 電子メール 

調査期間 令和８年１月～２月 

回収状況 
【配布数】１９事業所 

【有効回答数（率）】１７事業所（８９.５％） 

 

 

  ■介護人材実態調査 

調査趣旨 

⚫ 介護人材の①性別・年齢構成、②資格保有状況、③過去１年間の採用・離

職の状況、④訪問介護サービスにおけるサービス提供の実態などを把握

し、職員の確保・定着、育成、もしくは業務改善に必要な取組等を検討 

調査対象 

市内の介護サービス事業者（施設・居住系サービス、通所系サービス、訪問

系サービス、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護） 

調査方法 電子メール 

調査期間 令和８年１月～２月 

回収状況 
【配布数】５３事業所 

【有効回答数（率）】３４事業所（６４.２％） 
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（２） 調査結果の概要 

 実施した４種類のアンケートからみえてきた主な課題を、①介護が必要になる前の段階、②

介護が必要になった後の段階、③施設入所の段階、の３つの段階に分けて整理しました。 

 

① 介護が必要になる前の段階 

     ～ 健康寿命の延伸と社会参加の促進～ 

（a）フレイル5予防の推進 

フレイル予防は生活の維持にとって非常に重要ですが、市内における認知度は十分とは言え

ません。「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、フレイル予防について「知らない」と回答し

た高齢者が４０.５％に上り、前回調査（５３.４％）と比べると認知度は向上しているものの依然と

して４割の高齢者に知られていない状況です。同じ調査では「階段を手すりや壁を伝わらずに昇

る」、「椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がる」、「１５分くらい続けて歩く」といった

基本的な動作について「できない」と回答する人がそれぞれ１８.９％、１２.７％、９.２％となって

おり、予防的介入を必要とする高齢者が少なくないことから、引き続きフレイル予防に関する認

知度を高めるとともに、きめ細やかなフレイル予防の実施が求められます。 

■アンケート結果より■ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 「フレイルまたはフレイル予防について知っていますか」 

 

 

 

 

 

 

 「運動器機能の低下リスク」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 高齢期に病気や加齢などによる影響を受けて生活機能が低下し、将来要介護状態となる可能性が高い

状態のこと。 
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30.5

20.6

24.1
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3.7

4.9
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前回（n＝

1,887）

今回（n＝

1,914）

知っている 聞いたことはあるが、内容は知らない 知らない 無回答

（単位：％）

運動器機能低下リスクの判定項目 割合

①階段を手すりや壁を伝わらずに昇ることが「できない」 18.9

②椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がることが「できない」 12.7

③15分くらい続けて歩くことが「できない」 9.2

④過去１年間に転んだ経験が「何度もある」＋「１度ある」 31.5

⑤転倒に対する不安が「とても不安」＋「やや不安」 59.6

①～⑤のうち、３項目以上に該当する人＝運動器機能低下リスクあり 13.1%
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（b）高齢期の就労意欲に対するフォローアップ 

健康寿命の延伸に伴い、定年後も働き続けたいと考える高齢者は全国的に増加しています。

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の回答者にも就労意欲と社会貢献への関心がみられまし

た。６５～７４歳の高齢者のうち現在収入を伴う仕事をしている割合は４６.１％と全体の２６.６％

を大きく上回っています。また、現在仕事をしていない高齢者のうち９.３％が「今後、仕事をして

みたい」と回答しています。高齢者の体力や経験に応じた多様な就労機会の提供、またそれらを

マッチングする仕組みの強化が求められます。 

 

■アンケート結果より■ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 「あなたは現在何らかの収入を伴う仕事をしていますか」 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）高齢者の社会参加の促進 

 高齢者の健康維持や生きがいづくりには、社会的なつながりや地域活動への参加が重要で

す。しかし、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」によると、市内高齢者の地域活動への参加率

は高いとは言えず、ボランティアやスポーツ、趣味、学習・教養など、ほとんどの地域活動につい

て「参加していない」と回答した高齢者の割合が半数を超えています。小学校区別にみると、七

次台小学校区や桜台小学校区などで「参加していない」割合が全体より５ポイント以上高い活動

が複数みられ、地域活動への参加率が相対的に低くなっています。 

外出頻度については、全体の１７％が週 1 回以下にとどまっています。また、外出頻度が低い

層ほど「物忘れが多いと感じる」割合が高く、「ほとんど外出しない」と回答した人では５４.５％

が物忘れを自覚している状況です。 

これらの結果は、社会的なつながりの低下が身体機能の低下だけでなく認知機能にも影響を

及ぼす可能性を示しております。そのため、認知症対策を進めるうえで高齢者の孤立防止が重

要な課題であり、高齢者が気軽に外出し、地域活動に参加できる機会を充実させることを通じ

て高齢者の社会参加を促進していく取組が求められます。 
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■アンケート結果より■ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 「地域での活動状況－参加していない割合」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「外出頻度」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「物忘れが多いと感じますか ✕ 外出頻度」 

 

 

 

7.0

5.7

12.9

11.9

41.1

45.9

37.4

34.8

1.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回（n＝

1,887）

今回（n＝

1,914）

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答

【参加していない割合】※「全体」より5ポイント以上高い部分を網掛け （単位：％）
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全体 66.4 55.7 54.5 66.7 64.9 68.8 49.4 54.7

第一小学校区 66.2 61.8 52.9 66.2 66.9 70.6 52.2 48.5

第二小学校区 56.1 57.0 55.1 62.6 56.1 57.0 39.3 45.8

南山小学校区 66.5 55.1 52.1 65.4 63.5 68.4 48.7 56.7

池の上小学校区 67.6 55.6 52.4 66.9 68.4 71.6 54.5 57.1

桜台小学校区 70.6 57.5 59.3 70.1 70.6 74.3 48.6 57.5

第三小学校区 62.7 55.3 57.9 63.2 61.4 62.3 49.1 50.0

大山口小学校区 65.3 55.0 52.9 66.9 64.9 66.5 44.2 56.2

清水口小学校区 64.1 49.6 51.8 64.8 60.2 67.3 50.0 53.9

七次台小学校区 76.2 61.0 59.8 75.0 72.0 79.3 54.9 61.0

（単位：％）

件数
(n)

は
い

い
い
え

無
回
答

全体 1,882 43.5 54.9 1.6

ほとんど外出しない 110 54.5 44.5 0.9

週１回 227 51.5 45.4 3.1

週２～４回 879 46.8 51.5 1.7

週５回以上 666 34.5 64.3 1.2

外
出
頻
度

物忘れが多いと感じるか
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② 介護が必要になった後の段階 ～ 在宅生活の維持と支援 ～ 

（a）自宅での生活継続の希望と限界点 

介護が必要になっても住み慣れた自宅での生活を希望する割合は３７.９％と前回の４２.６％

よりは減少したものの、依然として４割近くを占めています。しかし、加齢に伴う心身の機能低下

や認知症の進行によって在宅での生活を継続するのが難しくなっているのが現状です。また、

自由記述の回答では「認知症が進行し徘徊等がみられるようになった」、「排泄の失敗」、「一人で

留守番ができなくなった」等を理由に施設を検討するケースがみられたほか、転倒骨折などをき

っかけに急激にＡＤＬ6が低下し、施設入所せざるを得ない状況も見受けられました。 

あわせて、「在宅生活改善調査」では、在宅生活の維持が難しくなる理由として「家族介護者の

負担増大」を挙げた回答が６６.０％と高い割合となったほか、「家族介護者の就労継続が困難に

なり始めた」という回答も１７.０％あり、介護を理由とした離職が実際に起こっていることが改

めて確認されました。 

■アンケート結果より■ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 「介護が必要になったとき、どんな暮らし方が一番希望に近いですか」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅生活改善調査 

 「生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属する理由）」 

１位 認知症の症状の悪化（６６．０％） 

２位 その他、本人の状態等の悪化（５４．３％） 

３位 必要な生活支援の発生・増大（４７．９％） 
 

「生活の維持が難しくなっている理由（家族等介護者の意向・負担等に属する理由）」 

１位 介護者の介護に係る不安・負担量の増大（６６．０％） 

２位 本人と家族等の関係性に課題があるから（30.9％） 

３位 その他、家族等介護者の意向等があるから（２７．７％） 
 

 
6 ADL(Activities of Daily Living）：食事、入浴、排せつ、移動など、日常生活を営むための基本的な動

作のこと。 

23.6

24.2

19.0

13.7

9.5

11.4

10.7

9.7

1.9

1.1

32.0

32.8

3.4

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回（n＝1,887）

今回（n＝1,914）

ホームヘルパーなどの介護サービスや医師による訪問診療を利用して自宅で暮らしたい

家族からの介護を受けて自宅で暮らしたい

サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームなどに転居して暮らしたい

特別養護老人ホームなどの介護施設に入所して暮らしたい

その他

わからない・まだ考えていない

無回答
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（b）在宅サービス供給体制の不足 

自宅での生活を継続したいという希望に対し、現在の介護サービス供給体制には課題がみら

れます。「在宅生活改善調査」において、白井市に不足している介護保険サービスとして「居宅介

護支援」（５９．１％）、「訪問介護」（５４．５％）、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」（５０．０％）

という回答が多くなっています。 

在宅生活を支えるうえで重要な役割を担うのがケアマネジャーですが、人員不足が顕在化し

ています。具体的にはケアマネジメントの依頼を「断ったことがある」と回答した居宅介護事業者

が８８．２％あり、依頼を断った理由として「恒常的に職員が不足しているため」が７３．３％とな

っています。また、独居高齢者の入退院時の手続（代筆）や夜間緊急連絡を受けた訪問、救急車

への同乗などに対応している居宅介護事業者もみられ、人員不足に加えてこうした対応に追わ

れることで業務負担が大きくなっています。国が推進する「地域包括ケアシステム」を実効性の

あるものとするためにはケアマネジャーの確保と業務負担の軽減が喫緊の課題となっています。 

■アンケート結果より■ 

在宅生活改善調査 

 「白井市に不足している介護保険サービス」 

１位 居宅介護支援（５９．１％） 

２位 訪問介護（５４．５％） 

３位 定期巡回・随時対応型訪問介護看護（50.0％） 

 

「独居高齢者の入退院時に手続きする人がいない場合の対応」 

 

 

 

 

 
 

「独居高齢者からの夜間緊急連絡への対応」 

 

 

 

 

 
 

「独居高齢者の救急搬送における救急車への同乗」 
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（c）認知症への備えと相談・情報提供体制の強化 

認知症は高齢者にとって大きな不安要因であり、国も「認知症基本法」を制定するなど、取組

に力を入れています。こうしたなか、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では認知症の相談窓

口を「知らない」と回答した割合が７１．８％と７割を超えました。この数値は第９期計画策定時の

全国集計における「知らない」と回答した割合（６７．２％）を上回り、白井市では認知症に関する

知識や相談窓口の認知度に課題があると考えられます。 

さらに、本人や家族に認知症の症状がある場合でも相談窓口の認知度は４４．３％にとどまっ

ており、相談を必要とする人に情報が十分に行き届いていない可能性があります。国が提唱す

る「新しい認知症観（認知症になっても、住み慣れた地域で仲間とつながりながら、自分らしい生

活を続けていけるという前向きな考え方）」についても、７４．２％の高齢者が「知らない」と回答

しており、認知症の予防啓発から早期相談、治療等まで、情報提供体制のさらなる強化が求めら

れます。 

 

■アンケート結果より■ 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 「認知症相談窓口の認知度」 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「『新しい認知症観』の認知度」 

 

 

 

 

 

2.9 19.6 74.2 3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n＝

1,914）

内容まで知っている 名前は聞いたことがある 知らない 無回答

（単位：％）

件数
(n)

は
い

い
い
え

無
回
答

全体 1,896 27.1 72.1 0.8

はい 194 44.3 54.6 1.0

いいえ 1,702 25.1 74.1 0.8

相談窓口を知っているか

認
知
症
の
症
状
が
あ
る
か
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③ 施設入所の段階  

     ～ 多様なニーズへの対応と供給体制の確保 ～ 

（a）施設入所希望者の現状と高まる医療ニーズへの対応 

「在宅生活改善調査」によると、特別養護老人ホームへの入所を希望するものの「空きがない」

割合が全体では１７．９％、要介護３～５では３５．０％となっています。また、「居所変更実態調査」

では、居所を変更した高齢者のうち要介護度が高いほど施設への移行が多い結果となっていま

す。入所希望者には医療ニーズを抱える重度者が含まれていることが考えられることから施設

側にはこうしたニーズに対応すべく、医療機関との連携強化、医療的ケアに対応できる介護職員

の育成など、介護施設における医療ニーズへの対応力を向上させるとともに、情報提供・相談支

援の強化が求められます。 

 

■アンケート結果より■ 

在宅生活改善調査 

 「特養に入所できていない理由」 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

居所変更実態調査 

 「居所変更した人の要支援・要介護度」 

 

 

 

56.4%

68.4%

45.0%

17.9%

0.0%

35.0%

2.6%

5.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

23.1%

26.3%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計(n=39)

要支援1～

要介護2(n=19)

要介護3～

要介護5(n=20)

申込をしていない 空きがない 希望の施設に空きがない 医療処置を理由に入所できない その他 無回答

サービス種別 自立 支1 支2 介1 介2 介3 介4 介5 死亡 申請中 合計

住宅型有料 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

(n=0) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

軽費 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

(n=0) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

サ高住 0人 0人 0人 4人 1人 4人 2人 1人 13人 0人 25人

(n=3) 0.0% 0.0% 0.0% 16.0% 4.0% 16.0% 8.0% 4.0% 52.0% 0.0% 100.0%

GH 0人 0人 0人 0人 1人 4人 3人 2人 6人 0人 16人

(n=6) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 25.0% 18.8% 12.5% 37.5% 0.0% 100.0%

特定 0人 0人 0人 2人 3人 0人 0人 2人 22人 0人 29人

(n=1) 0.0% 0.0% 0.0% 6.9% 10.3% 0.0% 0.0% 6.9% 75.9% 0.0% 100.0%

地密特定 0人 0人 0人 1人 0人 5人 5人 3人 1人 0人 15人

(n=1) 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 33.3% 33.3% 20.0% 6.7% 0.0% 100.0%

老健 0人 0人 0人 10人 15人 13人 21人 9人 14人 0人 82人

(n=1) 0.0% 0.0% 0.0% 12.2% 18.3% 15.9% 25.6% 11.0% 17.1% 0.0% 100.0%

介護医療院 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

(n=0) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

特養 0人 0人 0人 1人 1人 14人 25人 30人 19人 0人 90人

(n=3) 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 1.1% 15.6% 27.8% 33.3% 21.1% 0.0% 100.0%

地密特養 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人

(n=0) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0人 0人 0人 18人 21人 40人 56人 47人 75人 0人 257人

(n=15) 0.0% 0.0% 0.0% 7.0% 8.2% 15.6% 21.8% 18.3% 29.2% 0.0% 100.0%
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④ 介護サービスの供給体制の確保 

（a）介護人材の確保・定着と働きがいのある職場環境の整備 

高齢化の進展に伴い介護サービス需要が高まる一方、介護人材の不足は白井市においても課

題となっています。「介護人材実態調査」によると、約８８％の事業所が介護職員の不足を感じて

おり、主な要因として「介護業界が不人気」（６９．０％）、「職員の高齢化」（６９．０％）、「給与水準

が低い」（４８．３％）などが挙げられています。 

介護人材不足の解消には、新たな人材の確保だけでなく、既存の職員が働き続けられる環境

づくり（＝離職防止のための取組）が重要です。効果があった取組としては、「新人の指導担当・

アドバイザーを置いている」（８１．８％）、「本人の希望に応じた勤務体制等の労働状況の改善に

取り組んでいる」（７５．０％）、「仕事内容の希望を聞いて配置している」（６８．８％）などが挙げら

れます。業務負担の軽減、処遇の改善、キャリアアップの機会提供など、多角的かつ継続的なア

プローチによる職員の働きがい向上に向けた取組が求められます。 

 

■アンケート結果より■ 

介護人材実態調査 

 「介護職員の過不足状況」                    「介護職員が不足する要因」 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「定着につながる取組」 

取組の内容 
「効果があった」と 

回答した割合 

新人の指導担当・アドバイザーを置いている ８１．８％ 

本人の希望に応じた勤務体制等の労働状況の改善に取り組んでいる ７５．０％ 

仕事内容の希望を聞いて配置している ６８．８％ 

子育て支援 （保育所の設置、保育費用支援等） ６６．７％ 

残業を少なくする、休暇を取りやすくするなどの労働条件改善 ５７．１％ 

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている ５４．５％ 
 

 

大いに不足

18.2%

不足

24.2%やや不足

45.5%

適当

12.1%

過剰0.0%

69.0

69.0

48.3

24.1

17.2

13.8

10.3

0 20 40 60 80

介護業界が不人気

職員の高齢化

給与水準が低い

人材が定着しない

労働環境が厳しい

採用活動を行う経費がない

その他

%
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４  市の取組～第９期の振り返り 

（１） 基本方針１ 地域包括ケアシステムの推進 

① 地域包括ケアシステムの推進 

➢ 地域包括支援センターの対応力向上に向けた研修会・事例検討会を開催するとともに、

センターの機能強化を図るべく継続的に運営評価を実施。 

➢ 医療・介護関係者間の情報共有・連携強化に向け多職種連携システム「バイタルリンク」

を活用するとともに、在宅医療・介護関係者向けの研修会を開催。 

➢ 地域全体で認知症の人とその家族を支える共生社会の構築に向け、認知症カフェの運

営支援、認知症サポーター・パートナー養成講座の開催、認知症初期集中支援チームに

よる支援を実施。 

➢ 地域における住民同士の支え合い体制の充実に向け、地域の活動団体への資金的なサ

ポートや地域資源の創設に取り組む生活支援コーディネーターの活動支援を実施。 

➢ 高齢者の自立支援や個別の困りごとに対応するために、地域ケア推進会議、自立支援型

地域ケア会議、ご近所支え合い会議を開催。 

 

② 相談体制・権利擁護の推進 

➢ 高齢者に必要な情報を届けるため、「しろい保健福祉ガイドブック」と「地域包括ケアシス

テムガイド」を配布するとともに、各種講座にて高齢者福祉関連情報を提供。 

➢ 市民が相談しやすい環境づくりと相談への対応力向上を目的に、地域包括支援センター

の職員を支援するとともに、相談窓口となっている関係機関間の連携を強化。 

➢ 成年後見制度の利用を促進するために、講演会等を通じた制度の周知、申立て手続き

支援を実施。 

➢ 高齢者虐待を防止するために、市の広報・ホームページを通じて虐待に関する基本情報

や発見した場合の通報窓口を周知。 
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（２） 基本方針２ 介護予防と社会参加の促進 

① 介護予防の推進 

➢ 講座やイベントを通じたフレイル予防についての周知啓発、「通いの場」への専門職派遣

による健康教育・健康相談を実施。 

➢ リハビリテーション専門職との協働による自立を支援。 

➢ 訪問型生活支援サービスの担い手である生活支援員の養成研修を開催。 

 

② 高齢者の社会参加 

➢ 高齢者の就労促進に向け、就労に必要な技能習得を支援する講座を開催するとともに

シルバー人材センターの運営を支援。 

➢ 高齢者の地域活動への参加を促進するため、地域活動や高齢者クラブに関する情報発

信を行うとともに、活動参加をサポートするボランティアを養成。 

 

（３） 基本方針３ 在宅生活への支援 

① 日常生活における支援 

➢ 住み慣れた地域における高齢者の自立した生活を支えるため、理美容師の自宅への派

遣、紙おむつの給付等の日常生活支援を実施。 

➢ タクシー料金の助成、福祉有償運送を担う団体への運営費用補助等により高齢者の外

出を支援。 

➢ 介護に取り組む家族の心身の健康確保に向け、介護に関する知識・情報入手の場、家族

同士の交流の場として家族介護教室を開催。 

 

② 安全・安心な体制づくり 

➢ 地域の見守り関係団体との連携により高齢者を見守り、支える体制を整備。 

➢ 自然災害時における高齢者の安全確保のため、避難行動要支援者名簿への登録を進め

るとともに、福祉避難所の設置・運営について福祉事業者と連携。 

➢ 交通事故や詐欺、消費者被害から高齢者の生命・資産を守るため、警察・消費生活センタ

ーと連携した周知・啓発や相談対応を実施。 

 



第２章 高齢者を取り巻く状況／市の取組～第９期の振り返り  

35 

（４） 基本方針４ 介護保険事業の効果的な運営 

① 適正なサービス利用・提供の推進 

➢ 介護保険サービスが適正に利用・提供されていることを確認するため要介護認定調査

結果やケアプラン等の点検を実施。 

➢ 介護職員の不足に対応するため、初任者研修・実務者研修の資格取得費用を助成。 

➢ 介護サービスの質の向上を図るため、実地指導（個別の事業者を対象にした指導）及び

集団指導を実施。 

 

② 持続可能な事業運営に向けて 

➢ 施策実施状況や高齢者福祉に係る市の状況について「見える化システム」の活用等によ

りデータに基づく確認・分析を実施し、結果を介護保険運営協議会に報告するとともに

ホームページにより市民向けに公表。 

➢ 介護保険運営協議会を開催し、介護保険事業、地域密着型サービスの現況・課題の把握

と今後の施策の方向性等について検討。 
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５  今後の課題 

統計等からみえる高齢者を取り巻く状況についての客観的データ、アンケート調査やヒアリン

グを通じて得られた市民及び介護現場の声等を踏まえ、白井市が直面している課題を整理しま

した。 

 

課題① 健康づくり・介護予防の推進 

➢ 令和２２年（２０４０年）に向けて介護ニーズが高まる８５歳以上の人口が大幅に増加するこ

とが見込まれることから、フレイル予防や介護予防・重度化防止の取組を推進していくこと

が必要です。   

➢ フレイル予防や介護予防の取組を効果的に進めるためには、高齢者が身近な地域で健康づ

くりに参加できる場を提供することが求められます。    

➢ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、４割の高齢者がフレイル予防について「知ら

ない」と回答しており、介護予防に関してさらなる情報発信・啓発が必要です。 

 

課題② 生きがいづくりと社会参加の促進 

➢ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、外出頻度が低いほど「物忘れが多いと感じる」

割合が高く、認知機能を維持する観点からも高齢者が地域で生き生きと活動できる場と機

会を提供し、高齢者が孤立せず社会とのつながりを保てるように支援することが必要です。  

➢ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、７４歳以下の高齢者の約半数が「現在収入を

伴う仕事をしている」と回答し、また、現在仕事をしていない高齢者で「仕事をしてみたい」

と回答した方が一定数みられました。高齢者が生きがいをもって自立した生活を送ること

ができるように働く意欲のある高齢者に就労機会を確保・提供することが求められます。 

➢ ボランティア登録者の増加等により、高齢者の活動機会の充実を図ることが求められます。 

 

課題③ 相談支援体制の充実 

➢ 国の基本指針では「頼れる身寄りがいない高齢者等」への切れ目のない支援を提供するこ

との必要性が指摘されています。白井市においても高齢者単身世帯や高齢夫婦世帯の増

加が見込まれていることに加え、８０５０問題7など介護をめぐる問題が複雑化・複合化して

 
7 80代の親と 50代の子どもが同居する世帯において、親の高齢化や子どものひきこもり・未就労等によ

り、生活や介護、経済面などの課題が複合化する問題。 
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いることから、地域における相談支援体制の充実が求められています。 

➢ 支援ニーズが複雑化・複合化するなかで高齢者が安心して生活を続けていくためには、幅

広い分野の関係機関が連携した包括的な相談支援体制が必要となりますが、なかでも相談

支援の中核を担う地域包括支援センターの役割が重要であり、同センターの機能強化を進

めていくことが求められます。 

 

課題④ 医療・介護の連携強化 

➢ 介護ニーズが高まる８５歳以上の高齢者の増加に伴い、今後は医療ニーズと介護ニーズの

双方を有する高齢者の増加が見込まれることから、在宅医療と介護サービスの切れ目のな

い提供体制の充実が必要です。 

➢ 医療関係者と介護関係者の連携強化に向け、両者間の情報共有を一層強化していくことが

求められます。 

 

課題⑤ 認知症への対応と高齢者の権利擁護 

➢ 在宅生活改善調査によると、在宅生活の維持が難しくなっている理由（本人の状態に属す

る理由）として、「認知症の症状の悪化」が６６．０％と最も高い結果でした。一方、介護予防・

日常生活圏域ニーズ調査では認知症の相談窓口を「知らない」と回答した人が７割を超える

結果となっており、相談を必要とする人に適切に情報が届くよう相談窓口の周知と相談体

制の充実を図ることが必要です。 

➢ 認知症の人とその家族が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていくためには、相談体制の

充実に加え、早期診断・早期治療、周囲の理解、家族への支援など、幅広い支援が必要とな

ります。こうした支援が適切に届けられるように、行政、地域の支援組織、専門機関等の関

係者が連携・協力して支援する仕組みが求められます。 

➢ 高齢化が進行するなか、認知症高齢者など判断能力が不十分な人の権利を擁護する成年

後見制度の必要性が今後高まっていくことが見込まれます。成年後見制度の制度内容・相

談先に関する情報の周知が求められます。 

 

課題⑥ 在宅生活の継続支援 

➢ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、介護が必要になっても住み慣れた自宅での

生活を希望する人が多い結果となっています。一方、在宅生活改善調査によると、白井市

に不足している介護保険サービスとして「居宅介護支援」を挙げた回答が最も多く、「訪問

介護」が次いで多い結果となりました。在宅医療・介護連携の強化や外出支援など在宅生
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活の維持に必要なサービスの充実を図ることが求められています。 

➢ 在宅生活の維持にあたっては介護する家族の役割が重要となります。家族の介護負担を軽

減し、介護と仕事の両立を支援する取組が求められます。    

➢ 日常生活支援を担う団体・事業者と連携し、必要なサービスを提供することが求められます。 

 

課題⑦ 介護の担い手の確保 

➢ 国の介護職員処遇改善施策等や各事業所における働き方改革の取組等が進められている

なか、介護人材実態調査によると、回答した介護事業者の約９割が、職員が不足していると

回答しています。また、職員の高齢化が進んでいることや経験豊富な人材が少ないことな

ど、人数の不足以外の問題も顕在化しています。 

➢ 高齢者の増加に伴い介護のニーズも増加していくことが見込まれることから、地域に必要

とされるサービスを安定的に提供するべく、介護職の魅力向上等により介護人材の確保を

図るとともに、介護テクノロジーの導入による介護現場における生産性向上が求められま

す。    
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１  めざす姿 

団塊ジュニア世代が高齢者となり国内の高齢者人口がピークを迎える令和２２年（２０４０年）

に向けて、白井市の目指すべき高齢者と地域の将来像は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす

姿

令和２２年（２０４０年）に向けて白井市が目指す

高齢者像・地域像

地
域
で
共
に
支
え
合
い
、
安
心
し
て
生
き
生
き
と
自
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る
ま
ち

自分らしい

生活の継続

持続可能なまち

積極的な介護

予防と社会参加

地域での

支え合い

➢ 市民は、若い頃から健康づくりに取り組み、高齢期を迎

えると日頃から介護予防に積極的に取り組んでいます。 

➢ 高齢になっても自分に合う仕事をしたり、地域の中で趣

味やスポーツ活動、地域活動に取り組み、健康と生きが

いを維持しながら、生涯現役社会を楽しんでいます。 

➢ 医療・リハビリ・介護・生活支援・障害福祉サービスが一体

的にマネジメントされ、認知症になっても、終末期を迎え

ても、自分らしい生活を続けることができます。 

➢ 介護が必要になっても、訪問・通い・短期宿泊等のサービ

スを利用して在宅生活を続けることができ、介護者も自

らの生活と仕事を無理なく続けられます。 

➢ 自宅での生活を基本としながら、心身の状態や家族の状

況などに応じて高齢者向け住宅、グループホームなどを

利用しながら住み慣れた地域で暮らし続けることができ

ます。 

➢ 介護予防、地域での支え合い、有効なサービス利用、介

護給付の適正化等により個人・社会の費用負担が抑えら

れています。 

➢ 医療・介護・障害福祉サービスが良好に育まれ、福祉が魅

力的な就業の場となるとともに、思いやりあふれる心豊

かな社会づくりにつながっています。 

➢ 災害や感染症への体制が確保されており、高齢者が安心

して生活しています。 

➢ 隣近所、地域の住民同士で、日常の声かけや見守りが行

われ、高齢者が地域とのつながりの中で孤立することな

く、安心して暮らし続けられるまちになっています。 

➢ 市や住民主体の活動、NPO、民間事業者など地域の多様

な担い手が連携することで、買い物やゴミ出し・移動支援

など、介護保険では対応しきれない日常の困りごとに対

する支援体制が整い、住み慣れた地域で自分らしい生活

を続けることができます。 
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２  第１０期計画の基本方針 

白井市がめざす姿の実現に向けて、第１０期計画においては、次の５つの基本方針を基に施策

を展開していきます。 

 

 

基本方針１ 介護予防と社会参加の促進 

◆ 超高齢化が進行していくなかで介護を必要とせず生き生きと活躍できる元気な高齢者が増える

ように、市民向け講座の開催等を通じて、フレイル予防や認知症予防、生活習慣病改善など、健康

寿命の延伸につながる情報を積極的に発信していきます。 

◆ 市民が身近な地域で気軽に介護予防・健康づくり活動に参加できるよう、「通いの場」をはじめと

した地域における健康づくりの機会の充実を図ります。 

◆ 要支援者の重度化防止や日常生活の自立支援に向けてリハビリテーション専門職と連携しながら

介護予防マネジメントの充実を図ります。     

◆ 白井市第６次総合計画では「自ら学び育ちチャレンジできるまち」及び「誰もが交流し支え合える

まち」を目指すまちとして掲げています。生涯学習をはじめとした学びの機会や文化・スポーツ・レ

クリエーション活動など、高齢者が日々の楽しみや充実感を得られる地域の居場所・交流の場の充

実を図ります。また、シルバー人材センターとの連携等により、働く意欲のある高齢者がその経験

を活かして地域社会とつながれるよう就労支援に取り組みます。 

 

 

基本方針２ 地域共生社会の推進 

◆ 令和２２年（２０４０年）を見据え、地域共生社会の実現に向けた基盤となる地域包括ケアシステム

の深化・推進が必要であることから、このシステムの中核を担う地域包括支援センターの運営の

充実に取り組みます。 

◆ 医療と介護を切れ目なく提供するため、医療・介護関係者間における日常的な情報共有体制を強

化するとともに、両者の円滑な連携体制構築に向け相互に業務や専門性の理解を進める研修を

開催します。   

◆ 高齢者や介護家族者の抱える問題が多様化・複雑化するなか、市民が必要とする支援制度に早期

にたどり着けるよう情報提供体制を強化するとともに、相談しやすい環境づくりや様々な関係機

関との連携による相談への対応力強化に取り組みます。  

◆ 高齢者単身世帯や高齢夫婦世帯が増加するなか、住民同士の支え合い活動や生活支援コーディ

ネーターの活動への支援を通じて地域住民が世代を超えて支え合う仕組みづくりを進めます。  
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基本方針３ 認知症施策と権利擁護の推進 ～認知症施策推進計画～ 

◆ 認知症高齢者の増加が見込まれるなか、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」を踏

まえ、認知症になっても住み慣れた地域で尊厳をもって暮らしていくことができる共生社会の実

現に向けた取組を推進します。   

◆ 認知症の予防・進行抑制の観点から、初期集中支援チームによる支援体制の充実を図り、早期診

断・早期支援を可能とする体制整備を進めます。 

◆ 認知症の人とその家族が不安を抱え込まず、社会参加できるように幅広い世代に対して認知症に

関する正しい知識の普及啓発に取り組み、認知症の人やその家族を見守り、支える地域づくりを

進めます。 

◆ 認知症等により意思決定支援などの権利擁護を必要とする高齢者が増加していることから、成年

後見制度の利用促進に取り組みます。制度利用の促進にあたっては、制度の周知強化に加え、必

要な人が制度を利用できるように申立てや利用に係る支援の充実を図ります。 

 

 

基本方針４ 在宅生活への支援 

◆ 高齢者が安心して住み続けられる住環境整備に向け、移動手段の確保やひとり暮らしの高齢者の

買い物・ゴミ出しなどの身近な生活支援など、日常生活における不便の解消に努めます。     

◆ 高齢者を狙った犯罪、激甚化する自然災害、感染症など多様なリスクから高齢者を守り、地域で安

心して暮らせる体制の整備を進めます。 

◆ 介護が必要な高齢者が安心して生活を送るためには、介護に取り組む家族の心身の健康や安定し

た収入確保が不可欠です。「ダブルケア8」や「ヤングケアラー9」など家族介護者の抱える問題が複

雑化していることを受け、情報提供や相談の場の提供など、家族介護者の支援充実を図ります。   

 

 

基本方針５ 介護保険サービスの適正な利用の促進 

◆ 高齢者数の増加に伴い、要支援・要介護認定者数も増加していくことが見込まれるなか、要介護

認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修の点検、医療情報の突合、及び縦覧点検に適切に取

り組み、介護給付の適正化を図ります。 

◆ 事業者への指導・監査を適切に実施することを通じ、介護保険サービスの質の向上を図ります。 

◆ 介護サービス相談員が、介護サービス事業所等へ出向き、サービスの利用者等の相談を受け 

利用者の不安や不満の解消を図ります。 

◆ 介護保険事業の適切な運営に欠かせない介護人材の確保・定着・育成に向け、必要な支援に取り

組みます。 

 

 
8 育児と介護を同時に担っている状態のこと。 
9 家族の介護や世話などを日常的に担っている子どもや若者のこと。 
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３  施策の体系 

白井市がめざす姿の実現に向けて、第１０期計画においては、５つの基本方針に基づき以下の

施策を進めていきます。 

■施策体系■ 

めざす姿 基本方針 施策 

地
域
で
共
に
支
え
合
い
、
安
心
し
て
生
き
生
き
と
自
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る
ま
ち 

【基本方針１】 
介護予防と社会参加の

促進 

１ 介護予防の普及啓発の推進 

２ 「通いの場」への参加促進 

３ 介護予防・生活支援サービスの推進 

４ 生きがいづくりと社会参加の促進 

【基本方針２】 

地域共生社会の推進 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

２ 地域包括支援センター運営の充実 

３ 在宅医療・介護連携の推進 

４ 情報提供・相談体制の充実 

【基本方針３】 
認知症施策と権利擁護

の推進 
 
～ 認知症施策推進計画 ～ 

１ 認知症の普及啓発の推進 

２ 認知症の人と家族を支える取組の推進 

３ 認知症の人の安心・安全対策 

４ 成年後見制度の利用促進 

５ 権利擁護支援の充実 

【基本方針４】 
在宅生活への支援 

１ 日常生活の支援 

２ 外出の支援 

３ 介護に取り組む家族等への支援 

４ 防犯・交通安全対策の推進 

５ 災害・感染症対策の推進 

【基本方針５】 

介護保険サービスの 

適正な利用の促進 

１ 介護給付適正化事業の実施 

２ 介護サービスの質の向上 

３ 介護人材の確保 
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４  白井市の日常生活圏域 

日常生活圏域とは、高齢者が地域において安心して日常生活を営むことができるようにする

ために、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するた

めの施設の整備状況、その他の条件を総合的に勘案して定める圏域です。 

白井市の日常生活圏域については、これまでの計画と同様、Ａ圏域とＢ圏域の２圏域を設定し、

高齢者への支援機能の充実を図るとともに、市民自治や地域防災体制、地域福祉活動などとの

連携を図りながら、地区レベル、徒歩圏レベルの支え合いの体制づくりを進めていきます。 

■日常生活圏域の概況（人口と高齢化率）■ 

 
  人 口  

 うち高齢者人口（65歳以上） 

Ａ圏域 

白井第一小学校区 4,584人 1,447人 31.6％ 

白井第二小学校区 2,900人 1,006人 34.7％ 

南山小学校区 6,763人 2,168人 32.1％ 

池の上小学校区 7,070人 2,421人 34.2％ 

桜台小学校区 7,294人 2,085人 28.6％ 

計 28,611人 9,127人 31.9％ 

Ｂ圏域 

白井第三小学校区 9,763人 2,274人 23.3％ 

大山口小学校区 8,678人 2,162人 24.9％ 

七次台小学校区 7,856人 1,419人 18.1％ 

清水口小学校区 7,533人 2,307人 30.6％ 

計 33,830人 8,162人 24.1％ 

市全体 62,441人 17,289人 27.7％ 

※「高齢者人口」は年齢不詳補完後の人数 
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圏域の境界がわかる白井市の地図 
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基本方針１ 介護予防と社会参加の促進 

１ 介護予防の普及啓発の推進 

高齢者が住み慣れた地域で生き生きと暮らし続けるためには、一人ひとりが介護予防やフレ

イル予防の重要性を理解し、自分に合った方法で取り組むことが重要です。そのためには、介護

予防に関する知識や実践方法を習得できる機会が不可欠です。 

市ではこれまで、毎年６月を介護予防月間と定め、介護予防に関する講座や講演会の開催や

民間企業、地域住民との連携による啓発イベントを市内各地で開催し、介護予防の意識向上に

取り組んできました。 

第１０期計画では、引き続き、こうした取組を進めるとともに、フレイルチェックイベントの開催

やリーフレット等を活用した情報発信を通じて、より多くの高齢者へ介護予防の重要性が届くよ

う周知啓発の充実を図ります。 

さらに、介護予防推進員や専門職と連携して、介護予防に関するイベントや健康教育・相談を

行うことで、健康づくりや社会参加の継続につながるよう支援します。 

 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 介護予防に関する講座等

の開催 

フレイル（筋力低下や認知症など）の予防に関する取組について周知啓発

するために、介護予防に関する講座や講演会を開催します。 

② フレイルチェックイベント

の開催 

高齢者だけでなく全ての市民のフレイルに対する関心を高めるために、自

身の健康状態を知る機会としてフレイルチェックイベントを開催します。 

③ 高齢者の健康づくり・社会

参加に関する情報発信 

高齢者が地域で健康に暮らせるように、サロンなどの通いの場やフレイル

予防などの情報を集約し、リーフレットや市のホームページで周知します。 

④ 専門職による健康教育・

相談 

高齢者がより身近にフレイル予防などの知識を身に着けられるように、高

齢者が多く集まる「通いの場」へ専門職（リハビリテーション職・管理栄養士・

歯科衛生士・保健師など）の派遣を行い、健康教育や相談を実施します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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2 「通いの場」への参加促進 

「通いの場」は、高齢者が身近な地域で健康づくりに取り組むだけでなく、地域とのつながり

を保ち、生きがいを持って暮らすための重要な活動の場です。 

市ではこれまで、しろい楽トレ体操の自主グループの立ち上げ支援や、サロンの運営支援等を

通じて、住民主体の活動が行われる「通いの場」が継続されるよう支援してきました。 

第１０期計画では、引き続き、「通いの場」への支援を行うとともに、「通いの場」における活動

がさらに活性化するように専門職の派遣等を行います。あわせて、フレイルのリスクがある高齢

者を把握し、介護予防や健康づくりに関する情報提供を行うことで、その人に適した取組につな

げていきます。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① フレイルのリスクがある高

齢者へのアプローチ 

フレイル予防に取り組み始める高齢者を増やすために、フレイルリスクの

ある高齢者を把握し、通いの場等の情報提供を行います。 

② 「通いの場」の立ち上げ支

援 

高齢者が自分に身近な場所で介護予防に取り組めるように、楽トレ体操等

の自主グループやサロンなどの通いの場の立ち上げ支援を行います。 

③ 「通いの場」の活動継続支

援 

高齢者が自分に身近な場所で介護予防に取り組めるように、すでに活動

している楽トレ体操等の自主グループやサロンなどの通いの場を支援しま

す。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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3 介護予防・生活支援サービスの推進 

高齢者が活動的で生きがいのある生活や人生を送るためには、要支援の段階で積極的に支

援し、要介護状態等にならないようにするため日常生活の自立を支援することが大切です。 

市ではこれまで、要支援１・２の方や事業対象者を対象に、リハビリテーション専門職の訪問等

多様な社会資源を活用したサービスを展開し、高齢者の日常生活の自立を支援してきました。ま

た、ケアマネジャー等の支援関係者の自立支援に対する理解を深める会議や研修を行うことで、

高齢者がより自分らしい生活を送れるよう、ケアマネジメントの質の向上を図ってきました。 

第１０期計画においても、これまでの取組を推進していくとともに、不足している介護予防・生

活支援サービスの担い手の確保に取り組んでいきます。 

さらに、「元の生活」を取り戻し、あきらめていたことを再び出来るようになることを目指して

高齢者が専門職の助言を受けながら、活動量の増加などの目標達成に向けた生活を送る新た

な取組である短期集中予防サービス「元気アップ３か月チャレンジ」を重点的に進めます。 

 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 自立に向けたリハビリテ

ーション専門職による支

援 

運動機能が課題となっている高齢者に対して自立を促すために、リハビリ

テーション専門職が高齢者宅に出向き、自立に向けた支援を行います。 

② 元気アップ３か月チャレン

ジ（短期集中予防サービ

ス）の実施 

高齢者に自分らしい暮らしを取り戻してもらえるように、リハビリ専門職

による面談を主とした通所による短期間集中型の支援を行います。 

③ 自立支援につながるケア

マネジメントの支援 

自立支援につながるケアマネジメントにより高齢者が元の暮らしに戻れる

ように、ケアマネジャー等の支援関係者の理解を深める自立支援型地域ケア

会議や研修を行います。 

④ 生活支援員養成研修の開

催 

訪問型生活支援サービスの担い手である生活支援員を確保しサービスを

充実させるため、生活支援員の養成研修を開催します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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４ 生きがいづくりと社会参加の促進 

高齢者が自分らしく生き生きと暮らすためには、これまで培ってきた経験や知識を生かしな

がら、生きがいを持って地域で活躍できる環境が重要です。 

市ではこれまで、いきいきボランティアや高齢者クラブなどの地域活動の支援やシルバー人

材センターの運営支援等を通じて、高齢者の就労支援や就業機会の確保・提供に取り組むこと

により、高齢者の生きがいづくりや社会参加の促進を支援してきました。 

第１０期計画においては、引き続き、いきいきボランティアや高齢者クラブなどの地域活動を

行う高齢者のさらなる増加を目指すとともに、高齢者ボランティアを受け入れる施設の拡充を

図り、多様な活動の場の確保に努めます。 

また、高齢者のニーズに応じた講座の内容や開催方法の検討を行うとともに、関係機関と連

携しながら、高齢者が意欲や能力に応じて働き続けられる環境づくりを進めます。 

さらに、高齢者クラブへの支援や敬老会行事の開催、高齢者がより参加しやすい交流拠点の

検討を通じて、高齢者同士や地域住民を交えた交流の促進を図ります。 

 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① いきいきボランティア活動

者の増加 

高齢者が地域で生きがいを見つけ活動できるように、いきいきボランテ

ィア制度を設け、活動者数の増加を図ります。 

② いきいきボランティアの受

け入れ施設の拡大 

高齢者の活動の場を広げるために、いきいきボランティアの受け入れ施

設の拡充を図ります。 

③ 高齢者の就労支援等の促

進 

高齢者の就労と社会参加を促進するため、就労的な活動に必要な技能

の習得や教養の向上を図る講習会を開催します。 

④ 高齢者クラブ活動の支援 

高齢者の生きがいづくりを促進するため、会員相互の親睦とともに高齢

者が自らの知識・経験・技術を資源に社会貢献を行う高齢者クラブを支援

します。 

⑤ 敬老会行事の開催 

長寿のお祝いだけでなく、広く市民が高齢者の福祉について関心と理解

を深め、多世代が参加・交流できるように、小学校区単位での敬老会行事

を開催します。 

⑥ 高齢者が参加しやすい交流

拠点の検討 

高齢者がより参加しやすい交流拠点とするために、既存の老人福祉セン

ターや老人憩いの家の機能等について検討します。 

⑦ 白井市シルバー人材センタ

ーの運営支援 

高齢者の就労や社会参加を一層促進するため、高齢者の経験と技能を

生かした就労の場を確保するシルバー人材センターの運営を支援します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

      

      

      

 

コラム①掲載箇所 
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基本方針２ 地域共生社会の推進 

1 地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を継続できるよう、地域の多様な主体が連携しな

がら支え合う地域包括ケアシステムの深化・推進が重要です。 

市ではこれまで、独居や高齢者のみ世帯等が増加する中で、高齢者が利用できる既存の「資

源」の整理や情報発信、新たな「資源」の創出に取り組んでおり、お元気見守りボランティアによ

る訪問や住民同士によるゴミ出しなどの「資源」を活用して、高齢者が地域で自分らしい生活が

送れるよう支援を行ってきました。 

第１０期計画においては、引き続き、高齢者の個々の困りごとや希望に合わせてニーズと地域

活動を結び付ける活動を充実させていきます。 

また、生活支援コーディネーターを中心に、地域活動を担う既存の団体への支援や新たな活

動団体の立ち上げ支援を行い、世代を超えて住民同士で助け合う地域づくりを推進します。 

さらに、医療・介護等の多職種や地域住民が協同し、高齢者の個別課題や地域課題の把握・解

決に取り組む会議を充実させることで、地域に必要な資源の開発や支援体制の充実に向けた検

討を進め、実効性のある政策形成につなげていきます。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 自立支援型地域ケア会議の

開催 

生活機能の低下がみられる高齢者の自立のために、多職種が参加し支

援内容を検討する「自立支援型地域ケア会議」を開催します。 

② ご近所支え合い会議の開催 
高齢者が地域で安心して暮らせるように、地域の関係者や家族などが支

援方針や役割分担などを話し合う「ご近所支え合い会議」を開催します。 

③ 地域ケア推進会議の開催 

高齢者に係る地域や市の課題を明らかにし、必要な対応を検討するため

に、高齢者の相談支援や介護予防に携わる専門職による「地域ケア推進会

議」を開催します。 

④ 生活支援コーディネーター

による支え合い活動の支援 

高齢者の生活上の困りごとを地域で支えられるようにするため、生活支

援コーディネーターが地域の支援者や資源をつなぎ、支え合い活動を支援

します。 

⑤ 支え合い活動を行う担い手

の確保 

地域で高齢者が安心して暮らせるように、生活支援コーディネーターが

住民同士の支え合い活動を行う担い手の養成研修を行います。 

⑥ 住民同士の支え合い活動の

支援 

地域住民が世代を超えて地域の高齢者を支えあえるように、ゴミ出しや

掃除、買い物代行など、多様なサービスを行う団体の活動を支援します。 

⑦ お元気見守りボランティア

による訪問 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、地域の住民で構成

されたお元気見守りボランティアによる訪問活動を実施します。 
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■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

      

      

      

      

      

 

コラム②掲載箇所 
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2 地域包括支援センター運営の充実 

地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続する

ことを目的とした、地域包括ケアシステムの中核を担う機関です。 

市ではこれまで、市内に３か所の地域包括支援センターを設置し、高齢者に関する相談支援や

権利擁護、介護予防ケアマネジメント等を実施しています。令和４年度からはすべての地域包括

支援センターを委託運営とし、後方支援や研修などを通じて対応力や資質の向上に努めてきま

した。 

第１０期計画においては、引き続き、地域包括支援センターの運営評価を実施し、運営の充実

を図るとともに、年々増加、複雑化する相談に適切に対応できるよう、困難事例等の解決に向け

た連携・支援や各地域包括支援センター同士で事例の共有や研修等を行う機会の提供により、

さらなる業務改善や支援の質の向上に取り組みます。 

 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 地域包括支援センターの対

応力及び資質向上 

地域包括支援センターにおける対応力及び資質の向上を図るため、処遇

困難事例等の後方支援や地域包括支援センター間の調整、センター職員に

向けた研修などを行います。 

② 地域包括支援センターの運

営評価の実施 

地域包括支援センターの運営の充実を図るため、地域包括支援センター

の役割、目標、業務内容を明確にした運営方針に基づき、運営評価を実施

します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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■地域包括支援センターの担当地域の概況（人口と高齢化率）■ 

 
人 口  

 うち高齢者人口（65歳以上） 

白井中央地域包括 

支援センター 

白井第一小学校区 4,584人 1,447人 31.6％ 

白井第二小学校区 2,900人 1,006人 34.7％ 

七次台小学校区 7,856人 1,419人 18.1％ 

桜台小学校区 7,294人 2,085人 28.6％ 

計 22,634人 5,957人 26.3％ 

白井駅前地域包括 

支援センター 

南山小学校区 6,763人 2,168人 32.1％ 

池の上小学校区 7,070人 2,421人 34.2％ 

計 13,833人 4,589人 33.2％ 

西白井駅前地域包括 

支援センター 

白井第三小学校区 9,763人 2,274人 23.3％ 

大山口小学校区 8,678人 2,162人 24.9％ 

清水口小学校区 7,533人 2,307人 30.6％ 

計 25,974人 6,743人 30.0％ 

市全体 62,441人 17,289人 27.7％ 
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3 在宅医療・介護連携の推進 

介護と医療の両方を必要とする高齢者が、自宅で自分らしい生活を人生の最期まで続けるた

めには、在宅医療と介護の切れ目のない連携体制が重要です。 

市ではこれまで、医療や介護、福祉等多分野の関係者による在宅医療や介護等のサービス向

上のための会議や研修等を通じて、ＩＣＴ10を活用した情報共有ツールの運用や、救急時の備えと

して救急医療情報キットの配布、入退院時における連携のルールづくりなど、医療と介護の連携

強化に取り組んできました。 

第１０期計画においても、医療と介護の切れ目のないサービスの提供を行うための連携体制

の強化を図ります。 

あわせて、市民が在宅医療や介護、人生の最終段階における意思決定支援等に関する理解を

深めることができるよう、在宅医療や在宅看取りの普及啓発に継続して取り組み、高齢者やその

家族が将来を見据えた備えや選択ができるよう支援します。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 救急医療情報キットの配布 

救急要請時に必要な医療情報を円滑に伝える環境を整えるために、か

かりつけ医や持病、緊急連絡先などの医療や個人に係る情報が記載でき

る「救急医療情報キット」の配布や普及啓発に取り組みます。 

② 在宅医療や在宅看取りの普

及啓発 

人生の最終段階における意志決定支援に対する市民の理解が促進され

るよう、終活支援ノートの配布や講座の開催等により普及啓発を行いま

す。 

③ 在宅医療や介護等に係る課

題や取組の検討 

在宅医療や介護等の体制の整備や場面に応じた切れ目のないサービス

の提供体制が構築されるよう、医療・介護・福祉など多分野の関係者が連

携して、在宅医療や介護等の課題や取組について協議する場を設けます。 

④ 多職種連携研修会の開催 
在宅医療・介護連携のサービスの質の向上を図るために、医療・介護職

などの人材育成を図る多職種連携研修会を開催します。 

⑤ 在宅医療後方支援体制の

充実 

市民が安心して在宅で療養できるように、市内医療機関と連携して、必

要な時に入院・加療できる体制の維持・充実を図ります。 

⑥ ICT の活用による情報共

有・連携 

医療・介護関係者の間で情報が共有されスムーズに連携ができるよう

に、ICTの活用や周知を行っていきます。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

      

      

      

      

 
10 ICT（Information and Communication Technology）：インターネットやタブレット端末、センサー等を活

用し、情報共有や業務の効率化、見守り支援などを行うための技術。 
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4 情報提供・相談体制の充実 

高齢者を取り巻く課題が多様化、複雑化する中、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を

続けるためには、必要な支援やサービスに関する情報が提供され、安心して相談できる環境を

整えることが不可欠です。また、困りごとや支援ニーズを早期に把握し適切な支援につなげるこ

とが重要です。 

市ではこれまで、高齢者の暮らしを支える情報等を掲載した冊子等の作成・配布をはじめ、市

広報やホームページ等を通じた情報発信を行ってきました。 

第１０期計画においても、引き続き、高齢者やその家族が必要な情報を入手しやすいよう、地

域包括ケアシステムガイドによる周知や地域における講座の開催等、様々な機会を活用した情

報発信に努めます。 

また、高齢者宅へ実態調査員が訪問し現在の状況等を把握するとともに、専門家による個別

相談会を開催するなど、相談体制の充実に努めます。 

 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 地域包括ケアシステムガイド

の周知 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けるために、高齢者の暮

らしを支えるサービスを広く紹介する「地域包括ケアシステムガイド」によ

る周知を行います。 

② 各種講座での情報提供 
高齢者が必要な情報を得られるように、サロンなど住民が集まる場で講

座を行い、高齢者福祉に関する情報を提供します。 

③ 高齢者の生活実態等の積

極的な把握 

困りごとや課題を抱えた高齢者の状況を能動的に把握し早期に支援す

るために、調査員が自宅を訪問し高齢者の生活実態やニーズの把握に取り

組みます。 

④ 専門家による個別相談会の

開催 

終末期や死後への備えを促すため、司法書士などの専門家による個別

相談会を開催します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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基本方針３ 認知症施策と権利擁護の推進【認知症施策推進計画】 

（１） 認知症施策推進計画の目的 

認知症は誰もがなりうる身近なものであり、高齢化の進展に伴い、認知症の人やその家族へ

の支援の重要性はますます高まっています。 

令和６年１月に施行された「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（令和５年法律

第６５号）では、認知症の人が尊厳を保ちつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症の

人を含めたすべての人が互いに人格と個性を尊重しながら支え合う「共生社会」の実現を目指

すこととされています。 

白井市においても、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができ

るよう、「新しい認知症観」に基づき、認知症への理解促進、早期診断・早期支援、本人や家族へ

の支援、権利擁護の推進など、認知症施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として、認

知症施策推進計画を策定します。 

 

（２） 計画の位置づけ 

本計画は、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（令和５年法律第６５号）第１２条

第２項に規定する市町村認知症施策推進計画として位置付けるものです。 

認知症施策は、保健、医療、福祉のみならず、地域づくりや権利擁護、社会参加など幅広い分

野に関わることから、市では国・県の計画との整合を図りながら第１０期高齢者福祉計画・介護

保険事業計画と一体的に策定し、認知症の人やその家族への支援を総合的に推進します。 
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（３） 認知症を取り巻く状況 

1. 全国の認知症及びMCI11の高齢者数と有病率の将来推計 

内閣府の資料によれば、我が国の認知症の高齢者数は令和４年で４４３.２万人（有病率１２．

３％）、軽度認知障害（MCI）の高齢者数は５５８.５万人（同１５．５％）と推計されています。高齢

化の進行に伴い、認知症高齢者数は今後増加傾向で推移することが見込まれ、令和２２年（２０４

０年）には認知症高齢者数が５８４．２万人（有病率１４．９％）、MCI 高齢者数が６１２．８万人（有

病率１５．６％）に達する見込みです。 

■全国の認知症及び MCIの高齢者数と有病率の将来推計■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：認知症施策推進関係者会議（第２回）資料（令和 6 年 5月 8日） 

 

 

 

 

  

 
11 MCI（Mild Cognitive Impairment）：軽度認知障害のことで、認知症には至っていないものの、認知機

能が低下している状態。 
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2. 白井市の認知症高齢者の認定者数 

本市の要介護・要支援認定者のうち、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上12の者は増加傾

向にあり、令和６年時点で３，４５１人となっており、特に令和４年から令和６年にかけては、毎年

約４００人のペースで増加しています。 

また、６５歳以上の高齢者に占める割合は、令和６年時点で１８．９％となっています。 

■白井市の認知症高齢者の認定者数■ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 地域包括ケア「見える化システム」（2026年 4月取得時点） 

 

 

3. 認知症に関する相談窓口の認知度 

「はい（認知症に関する相談窓口を知っている）」が２７．１％、「いいえ」が７１．８％となってい

ます。「いいえ」の割合は、前回の７０．４％から１．４ポイント上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

 
12 認知症による症状や行動上の支障、意思疎通の困難さがみられ、見守りや介護が必要な状態。 
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（４） 施策の展開 

1 認知症の普及啓発の推進 

認知症は誰もがなりうるものであり、認知症の人や家族が安心して暮らし続けるためには、市

民一人ひとりが認知症への正しい理解を深めることが重要です。 

市ではこれまで、市民の認知症に対する正しい理解と適切な対応に関する知識を深めるため、

地域や学校、民間企業において認知症サポーター養成講座を開催し、認知症サポーターの育成

に努めてきました。 

第１０期計画においては、引き続き、認知症サポーターの育成に努めるともに、認知症になっ

ても希望を持って自分らしく暮らし続けられるよう、認知症に関する普及・啓発イベントを開催し、

本人の意思や希望を尊重する「新しい認知症観」の周知に努めます。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 認知症サポーターの育成 

認知症に対する正しい理解と適切な対応に関する知識を深めるため、地

域や学校、民間企業において「認知症サポーター養成講座」を開催し、認知

症サポーターを増やします。 

② 認知症の理解を促進するイ

ベントの開催 

新しい認知症観に基づき、認知症への理解を促進するために、認知症に

関する普及・啓発イベントを開催します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

      

 

コラム③掲載箇所 
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2 認知症の人と家族を支える取組の推進 

認知症の人が希望を持って自分らしく暮らし続けるためには、認知症の人やその家族が孤立

することがないよう、本人だけでなく家族への支援も含めた支援が重要です。 

市ではこれまで、認知症初期集中支援チームにより、適切な医療・介護サービスにつなげるた

めの支援を行っているほか、お楽しみ処（認知症カフェ）などを通じて、認知症の人や家族が交

流できる場の提供を行ってきました。また、地域全体で認知症の人や家族を支えるために、認知

症パートナーを育成してきました。 

第１０期計画においては、既存の活動を継続するとともに、認知症の人やその家族の声を聴く

機会の創出や、認知症パートナー等による支援チームであるチームオレンジの活用、白井市認知

症ガイドブックの配布により、認知症の人やその家族の声を反映し、具体的な支援につながる仕

組みづくりを行います。 

また、認知症の人の家族同士でお互いの介護に関する悩みや相談、情報共有ができる場の周

知を行い、認知症の人の家族の不安等の解消に努めます。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 認知症初期集中支援の実

施 

適切な医療・介護サービスにつながっていない認知症の人や家族を支援

するため、専門職で構成された認知症初期集中支援チームにより、包括

的、集中的に支援を行います。 

② 白井市認知症ガイドブック

の配布 

認知症の人や家族が適切な支援を受けられるようにするため、認知症の

症状や相談窓口、支援サービスなどを掲載した認知症ガイドブックを配布

します。 

③ 認知症パートナーの育成 

地域全体で認知症の人や家族を支えるために、認知症サポーターに対し

て、「認知症パートナー養成講座」を開催し、認知症パートナーを増やしま

す。 

④ チームオレンジの活用 

認知症の人や家族が自分たちのニーズに合った支援を受けられるよう

に、認知症パートナーが支援する仕組み（チームオレンジ）を活用して支援

を行います。 

⑤ お楽しみ処（認知症カフェ）

の運営支援 

認知症の人や家族が気軽に集まり、交流や相談ができるように、認知症

パートナーと連携して認知症カフェの運営支援を行います。 

⑥ 認知症の人の声の把握 

認知症の人の意思をできるだけ汲み取り、それを活かして支援できるよ

う、本人の暮らしの場・活動の場で本人の声を聴き、ニーズ等を把握しま

す。 

⑦ 認知症家族会の周知 

認知症介護に関する悩みや相談、介護サービスの利用について情報共

有ができるように、認知症の人を介護している家族が集まる認知症家族会

の周知を行います。 
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■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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3 認知症の人の安心・安全対策 

認知症の人が地域の中で安心して暮らし続けるためには、認知症の人やその家族だけでなく、

地域で一体となって支援することが重要です。 

市ではこれまで、認知症の症状により行方不明となるおそれのある高齢者等への対応として、

警察や消防等の関係機関、地域住民、事業所などと連携しながら、地域で高齢者を見守ってきま

した。 

また、認知症パートナー等による見守り活動の実施により、日常的な見守りを行うほか、地域

住民が認知症の方への声かけ・保護ができるよう認知症見守り訓練を実施してきました。 

第１０期計画においても、引き続き、認知症の人が安心して地域で暮らしていけるよう、地域

で認知症の人を見守る体制を整えるとともに、住民だけでなく、警察や消防、事業所等との連携

を強化します。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 認知症パートナー等による

見守り活動の実施 

認知症の人が安心して地域で暮らしていくため、認知症パートナー等と

連携して地域に住んでいる認知症の人の自宅を訪問し、見守り活動を行い

ます。 

② 認知症見守り訓練の実施 

認知症について理解を深め、認知症の方に対し、地域の住民が声かけ・

見守り・保護等ができる仕組みを作るため、地域ごとに認知症の見守り訓

練を行います。 

③ 地域で高齢者等を見守る体

制の強化 

高齢者が地域で安全に暮らせるように、「白井市高齢者見守りネットワー

ク」及び「印西地区 SOSネットワーク協議会」と連携し、消費者被害の未然防

止や行方不明者の早期発見の為の情報提供を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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４ 成年後見制度の利用促進 

成年後見制度は、認知症などにより判断能力が十分でない状態になっても、本人の権利や財

産を守り、本人の意思を尊重しながら、その人らしい生活を継続していくための制度です。 

市ではこれまで、制度に関する周知・啓発や相談支援、申し立ての支援などを行ってきました。

また、本人や親族による申し立てが困難な場合には、市長申立により制度利用につなげるなど、

必要な支援を実施してきました。 

第１０期計画においても、成年後見制度を必要とする人を適切な支援につなげられるよう、令

和７年４月に設置した中核機関を中心に包括的な支援体制の構築を図ります。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 成年後見制度に関する周知 

成年後見制度や死後事務委任契約などの理解を深めるため、認知症に

なった場合や死後を見据えて、成年後見制度等に関する講演会を開催する

等周知を図ります。 

② 成年後見制度の利用促進 

成年後見制度の利用が必要な人の更なる権利擁護と意思決定支援を推

進できるように、成年後見制度の申立費用や報酬の助成、市長申立等の支

援を行います。 

③ 成年後見制度に関する包括

的な支援体制の構築 

成年後見制度を必要とする人を適切な支援につなげるために、中核機

関において包括的な相談支援体制や適切な支援を実施するためのコーデ

ィネート機能の充実を検討します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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5 権利擁護支援の充実 

認知症等により判断能力が低下した人や、高齢者は虐待などの権利侵害が発生しやすいため、

虐待を未然に防ぐことや虐待から高齢者を保護するなどの権利擁護支援の充実が必要です。 

高齢者虐待の背景には、介護疲れや介護に関する知識不足、家族関係の問題など様々な要因

があることから、市ではこれまで、地域包括支援センターと連携し、家庭内や施設における高齢

者虐待の通報に対し、本人・家族への相談支援を行い、改善・解決に向けて取り組んできました。 

第１０期計画においても、高齢者虐待に関する基本的な知識等の虐待防止に向けた普及啓発

を継続するとともに、権利侵害の早期発見・早期対応に努め、複合的な課題を抱える世帯への支

援に対応できるよう、関係機関との連携をさらに強化します。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 高齢者虐待の防止に向けた

周知 

虐待について早期に発見・対応できるようにするため、高齢者虐待に関

する基本的な知識や虐待が疑われるケースを発見した場合の通報の窓口

などについて、広く市民に周知します。 

② 虐待の改善・解決に向けた

支援 

虐待が疑われるケースに早期に対応するため、虐待が疑われる通報が

あった場合は、関係機関と連携して本人や家族への相談支援を行います。

必要に応じて福祉施設等への措置、成年後見制度の活用等の支援を行い

ます。 

③ 虐待に関する関係機関との

連携・協議 

児童虐待・障がい者虐待・配偶者間暴力・高齢者虐待等への対策を進め

るため、警察署や保健所等の代表者からなる「家庭等における暴力対策ネ

ットワーク会議」において、処遇方針の確認や終結の判断等を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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基本方針４ 在宅生活への支援 

1 日常生活の支援 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、介助や介護が必要な高齢者に対し、

自立した生活や健康を支えるための在宅福祉サービスの充実が大切です。 

市ではこれまで、多様化する在宅福祉サービスのニーズの変化に対応しながら緊急通報装置

の貸与や紙おむつの給付等各種サービスを実施してきました。また、事業の公平性や持続可能

な提供体制の観点から、サービス内容や実施方法について適宜見直しを行い、必要な支援の充

実に努めてきました。 

第１０期計画では、既存のサービスに加え、聞こえにくさによって在宅生活や社会参加に支障

が生じていることに着目し、本人が早期に聞こえの問題に気付き、適切な医療を受診できるよう

促すとともに、補聴器等の活用を含め、地域で生き生きと暮らせるようなサービスの充実を図

っていきます。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 緊急通報装置の貸与 
独居高齢者などが急病や災害などの緊急時に迅速に救援を求められる

ように、緊急通報装置を貸与します。 

② 紙おむつの給付 

在宅で生活する高齢者やその介護者が衛生的な生活を維持するため

に、介護保険被保険者のうち要介護３以上の認定を受けて居宅で紙おむつ

を使用している高齢者を対象に紙おむつを支給します。 

③ 補聴器購入費の助成 
在宅で生活する高齢者がコミュニケーションの機会を確保できるよう

に、購入した補聴器の費用の一部を助成します。 

④ 訪問理美容費の助成 
外出が困難な高齢者の清潔保持と生活の質の向上を図るため、自宅へ

理美容師が訪問し散髪などを行い、その出張費用の一部を助成します。 

⑤ 介護支援型短期宿泊事業の

実施 

介護者の都合や虐待などで居宅生活が困難になった人を支援するた

め、65 歳以上で要介護状態になる恐れの高い虚弱な人などを対象に、施

設等で一時的に介護します。 
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2 外出の支援 

高齢者が自分らしく生き生きと暮らすための取組の一つとして、高齢者が社会参加をしやす

いよう、移動に不安を抱える人の行動範囲や活動機会の拡大に向けた支援を行うことが重要で

す。 

市ではこれまで、市内循環バス「ナッシー号」の運行や、福祉タクシーの利用助成、ＮＰＯ法人等

が実施する福祉有償運送事業への支援を行ってきました。 

第１０期計画では、引き続き、福祉タクシーの利用助成や福祉有償運送事業への支援等を行う

とともに、福祉車両の運転手不足の解消を図るため、認定福祉ドライバー養成研修を行い、移動

に不安を抱える人の移動支援が行えるよう取り組んでいきます。 

また、高齢者の移動手段の確保にかかる施策については、公共交通政策担当などの関係課と

調整を図りながら、地域住民や企業との連携・協働による新たな移動支援の方法等についても

検討を行います。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 福祉タクシーの利用助成 
介助・介護を必要とする高齢者等の外出を支援するため、タクシーを利

用する際の乗車料金の半額（上限あり）を助成します。 

② 福祉車両の貸出し 
高齢者の社会参加を図るため、車いすを利用する高齢者等の家族や福

祉団体を対象に、福祉車両（リフト付きワゴン車）を貸し出します。 

③ 福祉有償運送の支援 
移動が困難な高齢者等の生活に必要な移動手段が地域で提供されるよ

うに、福祉有償運送を行う団体を支援します。 

④ 認定福祉ドライバー養成研

修の開催 

自力での外出や通院が困難な人の移動支援のため、福祉車両の運転に

必要な知識や技術が習得できる研修を開催します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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3 介護に取り組む家族等への支援 

高齢者が地域で安心して暮らすためには、高齢者だけでなく、家族介護者が心身の健康を保

ちながら、仕事や地域活動、趣味などと介護との両立ができることが重要です。 

近年では、子育てと介護を同時に担う「ダブルケア」や、本来は大人が担うと想定されている

家族の世話などを子どもや若者が日常的に行う「ヤングケアラー」、介護を理由とする退職など、

家族介護者等が抱える課題は複雑化しています。また、認知症高齢者の増加に伴い、認知症介

護に関する不安や負担への対応も重要となっています。 

市ではこれまで、介護に関する知識の習得や介護負担の軽減につなげるための家族介護教室

のほか、家族介護者がお互いに抱えている悩みや不安を語り合える場であるお楽しみ処（認知

症カフェ）等を開催してきました。 

第１０期計画でも、引き続き、認知症への対応等多様な介護課題に対応した学びや交流の機

会を提供し、家族介護者への支援の充実を図ります。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 家族介護教室等の開催  介護知識の習得および介護者同士の交流により精神的な負担の軽減を

図ることを目的に交流の場を提供します。 

② お楽しみ処（認知症カフェ）

の運営支援（再掲） 

認知症の本人や家族が気軽に集まり、交流や相談ができるように、認知

症パートナーと連携して認知症カフェの運営支援を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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4 防犯・交通安全対策の推進 

高齢者が地域で安心して暮らすためには、交通事故や消費者被害などから高齢者の生命と暮

らしを守り、被害を最小限に抑えられるよう取り組む必要があります。 

消費者被害や交通事故にあう高齢者は年々増加しているため、市では今まで、関係機関と連

携し、防犯対策や交通安全等の周知啓発等に取り組んできました。 

第１０期計画においても、引き続き、高齢者の防犯意識や交通安全意識の高揚を図るため、関

係機関と連携した周知啓発等を実施します。また、「白井市高齢者見守りネットワーク」等と連携

し、地域で高齢者を見守り、支える体制の整備・強化を図ります。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 防犯・交通安全に関する周

知啓発 

高齢者が地域で安全に暮らせるように、詐欺等に対する防犯対策や交

通安全に関する周知啓発を行います。 

② 消費生活センター等と連携

した消費者相談対応 

高齢者が消費者被害に合わないようにするために、消費生活センターや

地域包括支援センターと連携を図りながら注意喚起や相談対応を実施し

ます。 

③ 地域で高齢者等を見守る体

制の強化（再掲） 

高齢者が地域で安全に暮らせるように、「白井市高齢者見守りネットワー

ク」及び「印西地区 SOSネットワーク協議会」と連携し、消費者被害の未然防

止や行方不明者の早期発見の為の情報提供を行います。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

      

 

  



第４章 施策の展開／基本方針４ 在宅生活への支援  

73 

5 災害・感染症対策の推進 

災害時や感染症の発生時においても、高齢者の生命の安全や健康を確保するため、日頃から

災害・感染症対策に取り組む必要があります。 

地震や風水害などの自然災害に備えて、市では今まで総合的な防災体制づくりを進めてきま

した。また、新型コロナウィルス感染症の経験を踏まえ、関係機関と連携した感染症対策に取り

組んできました。 

第１０期計画においても、引き続き、災害時や感染症の発生時に支援を必要とする高齢者を地

域で支える体制の充実を図ります。また、個別避難計画の作成に向けた検討や、福祉避難所に

関する協定を締結している事業者との連携強化に取り組みます。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 避難行動要支援者への支援

の充実 

災害時に支援が必要な高齢者等を支援するために、「避難行動要支援

者」への登録を促すとともに、発災時の情報の周知や安否確認等を行いま

す。 

② 個別避難計画の作成 
避難行動要支援者が安全に避難できるように、支援の手段や支援者等

を具体的に想定した個別避難計画の作成を進めます。 

③ 災害時の受け入れ態勢の整

備 

災害時に要配慮者が安全に避難できるようにするため、福祉避難所の

協定を結んでいる社会福祉施設等において、受入れや運営ができるよう

整備を進めていきます。 

④ 感染症対応力向上研修の開

催 

感染症対応向上のため、介護サービス事業所職員などに向け、感染症の

基礎知識や発生時の対応等、サービス継続に必要な知識等を習得する研

修を開催します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

  -    
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基本方針５ 介護保険サービスの適正な利用の促進 

1 介護給付適正化事業の実施 

介護保険サービスが適正に利用されるためには、介護保険制度の信頼性を確保し、制度を持

続可能なものとしていく必要があります。 

その取組の１つとして行う介護給付適正化事業は、介護給付を必要とする人に対して適切な

認定を行うとともに、真に必要なサービスが過不足なく提供されるよう支援し、介護給付の適正

化を図ることを目的としています。 

市ではこれまで、要介護認定の適正化やケアプラン点検、住宅改修等の点検を実施し、適切な

介護サービスの提供につなげてきました。 

第１０期計画においても、引き続き、ケアプランや住宅改修等の点検を実施するとともに、点

検結果を事業者への支援につなげることで、介護サービスの質の向上を支援します。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 要介護認定の適正化 
要介護認定の公平性・公正性を担保するために、全ての認定調査結果に

ついて、選択肢の判断基準や特記事項の記載内容などを点検します。 

② ケアプランの点検 

介護サービスの受給者が真に必要とするサービスを受けられるように、

居宅介護サービス計画の記載内容について、事業者に資料提出を求め、ケ

アプランの点検を行います。 

③ 住宅改修の点検 

住宅改修を行おうとする介護サービス受給者が真に必要とするサービ

スを受けられるように、身体状況や生活環境に応じた適切な住宅改修が行

われているか点検します。 

④ 医療情報との突合 

医療と介護の重複請求の排除など、適正な介護サービスを受けられるよ

うに、受給者の入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供

されたサービスの整合性の点検を行います。 

⑤ 縦覧点検 
介護報酬が適正に請求されるように、受給者ごとに複数月の介護給付

の請求内容を確認し、算定誤りや重複請求等を点検します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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2 介護サービスの質の向上 

介護保険制度を適切に運営し、高齢者が安心して介護サービスを利用するためには、介護サ

ービスの質の向上が不可欠です。 

市ではこれまで、介護サービス事業所等に対し、介護保険制度に基づく適切なサービスの提

供が行われるよう、運営指導や介護サービス相談員による相談を実施してきました。 

第１０期計画においても、引き続き、市が指定する地域密着型サービス事業所、居宅介護支援

事業所及び介護予防・日常生活支援総合事業サービス事業所に対して、介護保険制度の適正な

運営を確保するために集団指導や運営指導等を計画的に実施し、法令遵守の徹底とサービスの

質の向上を図ります。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 介護サービス施設等への介

護相談員の派遣 

介護サービスの質の向上のため、介護サービス事業所等へ出向き、サー

ビスの利用者等の相談を受け、利用者の不安や不満の解消を図るととも

に、介護サービス施設等への情報共有を行います。 

② 運営指導 

介護サービスの質の向上と、事業運営が健全かつ円滑に行われるよう支

援することを目的として、介護保険法の規定に基づき介護サービス事業者

に対して指導・監査を実施します。 

③ 集団指導 

介護サービスの適正な事業運営を図るため、地域密着型サービス事業者

や居宅介護支援事業者に向けて制度改正の説明などを行う集団指導を実

施します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 
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3 介護人材の確保 

介護サービスを安定的に提供していくためには、介護人材の確保と定着が不可欠ですが、介

護人材の不足は全国的な課題となっており、介護人材の不足によって必要なサービスの提供が

困難となることから、さらなる対策が必要です。 

市ではこれまで、介護職員の資格取得費用に対しての助成や介護事業所と働き手をマッチン

グする就職フェア等により、介護人材の確保に努めてきました。 

第１０期計画においては、引き続き、資格取得費用の助成や就職フェアによる介護人材の確保

策を講じるとともに、ホームページ等を活用して事業所等の情報発信を行ったり、将来の介護人

材の裾野を広げるための魅力を発信したりする等さらなる確保策を行っていきます。また、介護

サービスを担う人材が安心して働き続けることができる環境づくりに向けた取組を推進します。 

■主な取組■ 

取組 事業内容 

① 初任者研修・実務者研修の

受講費用の一部助成 

介護職員の人材不足解消のため、初任者研修の資格取得費用を助成す

ることで、今まで介護現場での勤務経験がない人の参入を促すとともに、

介護職員実務者研修の資格取得費用の助成を行います。 

② 生活支援員養成研修の実

施（再掲） 

訪問型生活支援サービスの担い手である生活支援員を確保しサービス

を充実させるため、生活支援員の養成研修を実施します。 

③ 介護サービス就職フェアの

実施 

介護サービスの担い手を確保するため、介護職の魅力や仕事内容を広く

発信し、事業所と働きたい人をマッチングする就職フェア等を開催します。 

④ 介護人材定着に向けた環境

改善支援 

業務効率化や職員の負担軽減促進のため、介護サービス事業所に対し、

ICT・介護テクノロジー13導入補助金等の情報提供や相談支援を行います。 

⑤ 介護職の魅力発信 

介護職の役割について広く発信し、将来の介護人材の裾野を広げるた

め、小中学生等をターゲットとして、介護の仕事の魅力を発信できる機会

を提供します。 

■指標と目標値■ 

指標名 単位 現状値 令和９年度 令和 10年度 令和 11年度 

      

      

 

  

 
13 介護ロボットや ICT等の技術を活用し、介護サービスの質の向上や介護現場の生産性向上を図るため

の技術。 
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 第５章 介護保険サービス事業の実態と
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